
統 計 か ら み た 市 町 村 の 現 状 

利 用 に 当 た っ て 

岐阜県統計課（企画分析係） 

１ 作成の趣旨 

統計からみた県内 42 市町村の現状について理解していただくために、市町村ごとに人口や世

帯、産業などの時系列変化（推移）や構造（構成）がわかるよう基本的な統計データとグラフを

用いて作成しました。 

 

 

２ 掲載内容（各市町村共通） 

（１）市町村の位置（地図）、総面積、合併の状況（平成以降） 

        地図の境界線は現在の 42市町村のものですが、市町村境界線は、フリーソフトを使用し

ているため一部正確ではない市町村もあります。 

（２）人口・世帯 

  □総人口の推移 

    総務省「国勢調査」（1990年～2020年） 

  □年齢 3区分別人口の推移 

総務省「国勢調査」（1990年～2020年） 

  □人口ピラミッド 

    総務省「国勢調査」（2020年） 

  □出生数、死亡数の推移 

    厚生労働省「人口動態統計」（日本人：1985年～2024年） 

  1月～12月の 1年間における日本人の数 

□県内・県外等別転入転出差の推移、移動理由別転入転出差の推移 

  県統計課「県人口動態統計調査」（1990～2025年） 

 前年 10月～当年 9月までの 1年間の移動（外国人を含む） 

□主な移動理由別世代別転入転出差 

  県統計課「県人口動態統計調査」（2024年） 

 県清流の国づくり政策課「岐阜県転入転出理由実態調査」（2024年） 

□参考：将来の人口の見通し（総人口の推移）（年齢 3区分別人口の推移） 

  総務省「国勢調査」（1990年～2020年） 

  国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（令和 5年推計） 

□外国人住民数 

  法務省「在留外国人統計」（2025年 6月末現在） 

□家族類型別一般世帯数の推移 

総務省「国勢調査」（1990年～2020年） 

施設等の世帯を除く一般世帯数（核家族、単独世帯、その他） 

平均世帯人員は一般世帯における１世帯当たりの人員 

3世代世帯には 4世代以上が同居している場合も含む 

□高齢夫婦・高齢単身世帯数の推移 

    総務省「国勢調査」（1990年～2020年） 

  高齢夫婦世帯とは夫が 65歳以上で妻が 60歳以上の夫婦のみの世帯 

  高齢単身世帯とは 65歳以上の 1人暮らし世帯 



（３）産業・経済 

□市町村内総生産と増減率（成長率）の推移 

    県統計課「令和 5年度 岐阜県の市町村民経済計算」（平成 23年度～令和 5年度） 

  市町村民所得とは、「一定期間内(年度単位の 1年間)に市町村内の居住者(個人、企業、

政府機関等)に分配された所得額」であり、雇用者報酬・企業所得・財産所得からなる。 

1 人当たり市町村民所得は、市町村民所得を総人口で割ったもので、市町村全体の経済

水準を示すものであり、個人の所得(給与)水準を表す指標ではない。 

  毎年過去の数値は遡及改訂される。 

□市町村内総生産の経済活動別構成比 

    県統計課「令和 5年度 岐阜県の市町村民経済計算」（平成 23年度、令和 5年度） 

□事業所における従業者数の産業別構成比、特化係数 

総務省「令和 3年 経済センサス－活動調査」 

□製造業の製造品出荷額等の推移 

経済産業省「工業統計」（従業者規模 4人以上の事業所：平成 9年～令和元年） 

※平成 23、27年、令和 2年は、総務省「経済センサス－活動調査」（従業者規模 4人 

以上の事業所） 

総務省・経済産業省「経済構造実態調査 製造業事業所調査」（全事業所、個人経営を 

含まない：令和 5年） 

□製造業の従業者数の推移 

  経済産業省「工業統計」（従業者規模 4人以上の事業所：平成 9年～令和 2年） 

※平成 24、28年、令和 3年は、総務省「経済センサス－活動調査」（従業者規模 4人 

以上の事業所） 

総務省・経済産業省「経済構造実態調査 製造業事業所調査」（全事業所、個人経営を 

含まない：令和 6年） 

□製造業の製造品出荷額等の業種構成 

総務省・経済産業省「経済構造実態調査 製造業事業所調査」（全事業所、個人経営を 

含まない：令和 5年） 

県統計課「令和 3年経済センサス－活動調査」（従業者規模 4人以上の事業所：令和 2年） 


